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エグゼクティブ・サマリー

金融危機に至る過程で一部の企業がとった過剰なリスクテ

イクや一連の不正スキャンダルの影響を受けて、金融サー

ビス企業のカルチャー（culture、本和訳では基本的に「カ

ルチャー」とする）が、規制当局や投資家、消費者にとって

考慮事項の上位に位置するようになりました。それにもか

かわらず、金融サービス業界の一部には、カルチャーを

「他人事の問題」とみなす傾向が見られます。2013年にデ

ロイトが実施した銀行におけるカルチャーの調査によれ

ば、銀行幹部の65％が業界にはカルチャーにおける重大

な不備があったと考えているのに対し、自行について同様

に考える銀行幹部は33％にすぎませんでした1。銀行セク

ター以外の金融サービス企業は、総じてこの分野で銀行

ほど厳しい監督を受けていません。しかしながら、こうした

状況は、規制当局が銀行セクターで学んだ教訓を他のセ

クターでも活用するにつれ、変化していくことが見込まれま

す。例えば、英国では、組織のトップが真剣にカルチャーと

取り組むことを確実にするため、カルチャーに関連する具

体的な責任を定めた上級管理者制度（Senior Managers 
Regime：SMR）を、2018年までにすべての金融サービス

企業に拡大することが予想されています。またEUのレベ

ルでは、欧州保険年金監督機構（European Insurance 
and Occupational Pensions Authority：EIOPA）が、従来以

上に顧客を重視するカルチャーや強固なリスクカルチャー

を構築することを保険会社に求めました2。さらに、一部の

企業は、カルチャーが成果に左右される要因であり、強固

なカルチャーは自社の事業を競合他社から差別化する手段

になるとの認識に基づいて、より積極的に自社のカルチャー

に注意を払っています。

結果にプラスまたはマイナスの影響を与えると一般にみな

されている特定のカルチャー的特徴は存在するものの、

「良好な」カルチャーは1つに限りません。個々の企業は、戦

略やリスクアペタイトに整合した、自身が望むカルチャーを 

明確に示す必要があります。目標カルチャー方針書

（target culture statement）が効果を発揮するには、原則

と具体的かつ測定可能な行動の両方が記載されている必

要があります。後に、それらの期待行動はカルチャー評価

の基準を作成するために利用できます。

企業は、自身のカルチャーの評価方法を注意深く検討す

る必要があります。カルチャーは本質的に測定が難しいも

のですが、企業の事業の重要側面をなす以上、理解や評

価が可能であり、それを実行すべきです。少数の指標し

か使用しない場合、企業カルチャーを不完全にしか捉えら

れなかったり、結果の操作を可能にすることがあります。

その一方で、カルチャーについて一定の示唆が得られる

可能性のあるすべての情報を把握しようとすると、取締役

会や上級経営者が情報の海に溺れてしまうことになりか

ねません。さらに、ある種の指標は、結果を注意深く解釈

しないと誤解を招く可能性があります。また、国境や様々

な事業分野をまたいで事業を営む大企業では、会社全体

を通じてカルチャーの表現が同一であることはまず有り得

ません。

本レポートでは、企業が実務上の課題に対処するのに役

立てることを目的として、カルチャーに関する有意義な経

営情報（Management Information：MI）を収集するため

の8つの原則を示します（図表A参照）。 

デロイト3は、企業の現在のカルチャーがどれほど強固ま

たは脆弱であるかにかかわらず、カルチャーを理解し、積

極的に管理する必要があると考えます。さもないと、カル

チャーは企業の評判と成功にとって急速に重大な脅威と

なる可能性があります。カルチャーについてのデータだけ

では十分とは言えません。経営情報には行動につながる

分析が含まれていなければなりません。

図表A：カルチャー経営情報に関する原則 
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はじめに

「不祥事が続いていることからすれば、問題は少数の腐ったリンゴの

うちの1つにあるとの主張は、もはや支持し難い。問題はリンゴが入っ

ている樽にあるのだ」4 
マーク・カーニー 、イングランド銀行総裁兼金融安定理事会（FSB）議長。 

金融セクターのカルチャー的脆弱性が、一部企業の不正

スキャンダルや過剰なリスクテイクの根底にある共通のテー

マなのではないかという疑問が、ますます多くの規制当局

や投資家、消費者から投げかけられています。従業員は

規則のすき間や抜け穴に乗じて、禁止されてはいないもの

の取締役会が期待するカルチャーにとっては有害な行為

に走る可能性があるため、企業は、今や規則や手続きの

違反を管理、報告するだけでは不十分と考えられるように

なっています。

金融サービス業界内では、これまで銀行が不正に対して

最大の規制違反金を課せられ、カルチャーに対する最も

厳しい監督を受けています。しかしながら、不正に関する

懸念はすべての金融サービス・セクターに及んでおり5、規

制当局はカルチャーに対する注視を他のセクターにも広げ

始めています。例えば、英国では、上級経営者の説明責

任を強化し、企業カルチャーの発展と組込みに関する上

級経営者の明確な役割を取り入れることを求める上級管

理者制度（SMR）が、現在、銀行と保険に適用されており、

2018年までにはすべての金融サービス企業に拡大される

と予想されています。

ニューヨーク連邦銀行総裁兼最高経営責任者（CEO）のウィ

リアム・ダドリー氏は、カルチャーとは、「規制やコンプライ

アンスの規定が存在していない場合に、そして時にはそれ

らの明示的な制限にもかかわらず、行動の指針となる黙

示的な規範」6であると述べています。カルチャーは、組織

内で仕事がどのようになされるかに影響する価値、信念お

よび行動の体系と考えることができます。カルチャーとコン

プライアンスは、コンプライアンスが実行可能な事柄（what 
you can do）に関係しているのに対し、カルチャーは実行

すべき事柄（what you should do）に関係しているという点

で異なっています。企業カルチャーは、リスクテイク、顧客

の取扱い、能力、規則の遵守、革新性、率直な発言、多様

性とインクルージョン（包容性）、スタッフへの決定権限の

付与、および費用対効果を考慮する期間など、業務のあ

らゆる側面に広がっています。

一部の企業は、「リスクカルチャー」など、自社のカルチャー

に含まれる特定の側面の評価において、最大の進展を遂

げています。こうしたリスクカルチャーへの重点的取り組み

は、監督という目的に照らしてカルチャーを捉えている規

制当局との協議によって促進されたことが一因でした。例

えば、バーゼル銀行監督委員会（Basel Committee on 
Banking Supervision：BCBS）はリスクカルチャーに着目

し、それを、「リスク認識、リスクテイクおよびリスク管理な

らびにリスクに関する意思決定を方向付ける統制に関連

する銀行の規範、態度および行動」7と定義しています。企

業が自身のリスクカルチャーについて十分理解することは

極めて重要ではあるものの、企業カルチャーの様々な側面

は相互に関連している可能性が高いことから、カルチャー

の特定の側面の重視が、視野の狭いアプローチにつなが

らないようにすることが重要です。例えば、スタッフが、自

分が見ているもののために、気後れして率直に発言でき

ないと感じているとすれば、このことは、リスクカルチャー

だけでなく、スタッフのいじめなど、人事部門の責務になる

と考えられる従業員福利厚生の問題にも影響を与える公

算が大きいでしょう。これを回避するには、カルチャーの

個々の側面が、どのように全体を構成しているのかを明

確にすることが必要となります。また、望ましいカルチャー

全体を明瞭に説明することは、スタッフに対して、会社全

体にわたるポジティブなカルチャーの醸成に向けた自身

の責任について、狭い見方ではなく広い見方を取ることを

促すと思われます。英国の上級管理者制度（SMR）など

のイニシアティブがカルチャーをこれまで以上に包括的に捉

えている背景には、おそらくこうした認識があります。図表B
はカルチャーとリスクカルチャーの関係を示しています。

カルチャーは本質的に測定が困難なものですが、態度や

行動、結果に着目することにより、カルチャーの良い指標

が得られます。英国の金融行為規制機構（Financial 
Conduct Authority：FCA）が言うように、「問題はカルチャー

を直接測定できないことにある。しかし、企業と規制当局

の双方にとって、情報に基づく判断を下せるようにするに

は、主要な指標について明瞭な成功尺度が必要となる」8。

これらの指標と分析を組み合わせることにより、カルチャー

経営情報の基準の作成が可能になります。

様々な事業分野や地域にまたがって事業展開する大規

模な金融サービス・グループでは、何らかのカルチャー的

差異が生じることは不可避です。こうした差異は外部要因

（例えば、国民カルチャーや様々な市場慣行の違い）また

は内部要因（例えば、影響力のある手本となる中間管理

職）のどちらによっても発生します。カルチャー的差異は、

ある程度有益な働きをすることがあります。例えば、動き

の速い取引環境では迅速な意思決定が必要なことから、

スタッフは業務を進めるため率直でぶっきらぼうな口調に

なることがあるのに対し、弱い立場の顧客に接する銀行

の支店の行員は、ゆっくりと忍耐強く話す必要がありま

す。同様に、国によっては、顧客が企業のスタッフから異

なる水準の几帳面さを期待することもあります。しかしな

がら、差異があっても、個々の部門は、自身の特定の状

況において、企業が期待するカルチャーに整合しているこ

とを証明する必要があります。例えば、「顧客重視」の姿

勢は、クライアントのニーズが異なれば、異なった行動と

なることがあります。また、同僚との「協力」は、国民カル

チャーの相違に応じて率直な話し方と気配りのバランスを

変えることにより、最も適切に達成できると思われます。
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図表B：カルチャーとリスクカルチャーの関係 

銀行業界では、カルチャーの理解とそれへの取り組みの

重要性がすでに認識されています。例えば、最近のG30
の報告によれば、業界の幹部や公的部門の高官、学界の

重鎮が、「カルチャーの問題が我々のビジネス・モデルの

中核をなし、カルチャーを確立することが組織の持続可能

性の鍵を握る」ことを認識するために、カルチャーに対する

全体的姿勢の根本的な変化」9を要求しました。多くの企業

は、自社のカルチャーの長所と弱点に対する評価につい

て考え始めており、中には、既に大きな進歩を遂げた企業

もあります10。時には、社会的スキャンダルや突発事件が

その引き金になることもあります。何か間違いが生じたり、

ニアミスが発生した場合、カルチャーの根本的な脆弱性を

放置したことがその原因だったのか、および（突発事件が

起きた分野だけでなく）会社全体を通じてどんなことが行

動要因となっているのかを検討することが、企業にとって

必須となります。しかしながら、カルチャーの変革という作

業は、企業の事業成功の要となると考えるのではなく、単

に将来の規制違反金や規制上の改善措置を最小限にと

どめる手段としてのみ捉えた場合、それほど効果が現れ

ない公算が大きくなります11。別のケースでは、強固なカル

チャーは自社の事業を競合他社から差別化する手段であ

ると考えて、自社のカルチャーに注意を払う企業もありま

す。しかし、3番目のグループとして、カルチャーの評価は

重大な問題を抱える企業のみに必要であると考えて、自

社のカルチャーの検討にさほど時間を費やさない企業群

があります。デロイトの見解では、カルチャーは企業の事

業にとって競争優位または重大な脅威のいずれになるこ

ともあることから、すべての企業が自社のカルチャーを理

解し、管理する必要があります。

取締役会や上級経営者は、自社のカルチャーを理解す

るために、業務に時間を費やすだけでなく、行動やカル

チャー経営情報を受け取る必要があります。こうした経

営情報では、特定のカルチャー評価活動の結果や、カ

ルチャー変革プログラムの進捗状況、カルチャー的傾

向に関する知見をもたらす企業の様々な側面について

の定期的データなどが報告されます。

本レポートでは、こういった報告書類の編集方法のほ

か、取締役会や上級経営者が積極的にカルチャーを管

理する上で有用な、カルチャーに関する情報の種類な

どを含め、カルチャー経営情報のプリンシプルについて

説明します。本レポートの作成にあたっては、カルチャー

経営情報に対する様々な見方を理解するために、

EMEA（欧州・中東・アフリカ）、米国およびアジア太平

洋地域におけるデロイトのメンバーファームのカルチャー

の専門家のほか、多くの企業や規制当局と協議しま

した。

カルチャー

カルチャーとは、組織内で仕

事がどのようになされるかに

影響する価値、信念および行

動の体系をいう。
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業行為リスク

市場リスク 流動性リスク
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のアプローチを理解し、

自らが行うすべてにおい

てリスク管理の個人的責

任を負い、他の者が自身

の模範に従うよう促すこ

とをいう。
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カルチャー経営情報の効果

企業のカルチャーは、スタッフがどのように考え、行動し、

活動するかを反映しており、したがって、企業カルチャーは

業績に影響を与えます。企業にとって適切なカルチャーを

構築すれば、収益性や売上、顧客満足度を向上させる一

方、リスクや従業員の離職者数を減少させることができま

す12。カルチャーは、新戦略または新たなシステムや経営

モデルを組み込むのに役立つだけでなく、効果的な規制遵

守やリスク管理の支えとなります。カルチャーの取り扱いを

誤るとその反対のことが生じる可能性があり、貧弱なカル

チャーは、金融危機、不正販売に対する違反金や是正措

置、および市場の乱用や犯罪行為に対する罰金などの出

来事を引き起こす要因とされています13。 

一連の利害関係者も、企業が自社の戦略に整合したカル

チャーの組み込みに注力することを期待しています。この

ことを明瞭に示す事実として、大抵の金融サービス企業が

年次報告書でカルチャーについて議論していることがあ

り、時には50回以上、カルチャーに言及している報告書も

見られます。しかしながら、一部の年次報告書では、それ

を読んで、企業のカルチャーがどのように評価されている

かについて明確な結論を導き出せるものの、報告書によっ

ては企業のカルチャーについて、どちらかと言えば通り一

遍の説明しかないものも見られます14。透明性の向上に対

する利害関係者の要求15は、企業が目標カルチャーを明

確に示し、現在のカルチャーを評価することへの追加的な

インセンティブをもたらします。消費者団体もこの分野に目

を光らせており、例えば、英国の金融サービス消費者パネ

ル（Financial Services Consumer Panel）は最近、銀行の

消費者が良好な銀行のカルチャーをどう定義しているかに

関する調査を委託しました16。さらに一部の格付機関も格

付手法の中でカルチャーを考慮に入れています17。 

金融危機以後、リスク管理や適正な顧客の取り扱いを促

進するカルチャーを明確に示して根付かせることを、企

業に確実に実行させることが、規制当局の課題の上位

に来るようになりました。欧州、米国およびアジア太平洋

地域の多くの規制当局が、業務計画やスピーチの中で、

監督上の最優先課題の1つとしてカルチャーを挙げてい

ます18。カルチャーに関する規制当局の活動は、通常次

の3つの異なる視点に立って実施されてきました。（i）ス
タッフの多様性や専門職意識などの問題に目を向ける

コーポレート・ガバナンス19、（ii）リスクカルチャーや報酬

によって健全なリスク管理が支えられるようにする健全

性規制20、および（iii）カルチャーやインセンティブによっ

て顧客の公平な取り扱いや市場信頼性（market 
integrity）が支えられるようにする事業行為規制。しかし

ながら、一部の国では、今やこうした縦割りのアプローチ

が変化しつつあるかもしれないという兆候が現れていま

す。近年の事業行為関連の罰金額の大きさや、企業の

頑強性（resilience）への影響の可能性が原因で、健全

性規制と事業行為規制間の境界線が、現在では曖昧に

なってきています。また、英国の上級管理者制度（SMR）

や、ブローカー・ディーラーがカルチャー的価値をどのよ

うに確立、伝達および導入しているかを評価しようとする

米国の金融取引業規制機構（ Financial Industry 
Regulatory Authority：FINRA）の活動21など、最近の規

制当局の取り組みでは、カルチャーがより包括的に捉え

られています。



5 

✔

✔

カルチャー経

営情報に関

する原則

カルチャー経営情報の原則

取締役会および上級経営者にとって、自社のカルチャーの

積極的な管理を可能にするためには、カルチャー経営情

報を受け取り、自身が望むカルチャーが確立されているか

という点を把握する必要があります。そして、「経営トップの

姿勢（tone from the top）」が、強力でかつ一貫した「ボトム

の反応（echo from the bottom）」に反映されているかどう

かを知る必要があります。以下では、カルチャー経営情報

の8つの原則について説明し、その次のセクションで、原則

を実務に移す事例を示します。
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✔

✔

するべきこと

• 測定対象に照らして各指標の解釈を行う。例えば、内部告発の増加は、事業行為リスク

を評価しようとする場合はマイナスの可能性があるが、率直に発言する意欲を持てるカ

ルチャーを測定しようとする場合はプラスになると考えられる。同様に、苦情報告の増加

は、顧客の取扱いを評価しようとする場合はマイナスの可能性があるが、積極的に顧客

のフィードバックを求めようとするスタッフの意欲を測定する場合はプラスになると考えら

れる。

• 指標は、企業が達成しようとする基準と比較して評価すべきである。例えば、非常に顧

客を重視するカルチャーを望む企業は、顧客のフィードバックに基づくレーティングを、

業界外の非常に高得点の企業と比較するのが良いと考えられる。

• 企業のリスク・レーダーに現れた具体的なカルチャー的なテーマに基づいて、的を絞っ

た評価を実行する（例えば、規制当局やマスコミの精査が強まっている分野）。

• 企業の戦略が見直される度に目標カルチャーの見直しを行い、両者が常に整合するよ

うにする。

1.企業の目標カルチャーを基準とする測定

良好なカルチャーを組織内に根付かせるには、上級経営者はまず、許容可能で、期待さ

れる行動の範囲内にある「良好な」行動が、どのようなものかを明確に示す必要がありま

す。14ページの囲み記事Aでは、それを実行する方法について説明しています。次に、

それらの行動を測定するための尺度や指標を選定し、それらの行動に照らして解釈すべ

きです。

取締役会がまだ目標カルチャーを設定する段階にある場合、望ましい結果を生み出すと

考えられる特性に照らした、暫定的な経営情報の評価が可能です。

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと

• カルチャーに関連する指標が利用可能であるからといって、各指標が目標カルチャーの

どの側面を測定しようとするものかに関する明確な見解なしに、それらの指標との単な

る突き合わせをしてはならない。さもないと、指標から十分な情報を得られなかったり、

人によって異なる解釈がなされたりして、企業のカルチャーの強みと弱点に関する見方

が曖昧になる恐れがある。
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✔

✔

2.可能な限り客観的な姿勢

企業にとって、自社のカルチャーを評価する際、客観的な姿勢を取ることが難しい場合が

あります。スタッフの態度が問題の一部に含まれる場合、スタッフは自身のカルチャー的な

脆弱性を診断することが困難であると思われます。スタッフは、カルチャーを評価する際、

客観的データに基づいて自身の考えを批判的に検討する意思を持つことが必要になりま

す。例えば、企業がリスクを低水準にとどめるカルチャーを持つと主張しながら、戦略とし

ては高い株主資本利益率の達成を目指している場合、企業は、期待するカルチャーと戦

略が整合しているかどうかを再評価する必要があるでしょう。

また、統制部門が、カルチャーは「第一線」だけの問題であると考えているとすれば、統制

部門にとっても客観性が問題になると思われます。

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと
• 主観的尺度だけに頼ってはいけない。

• バイアスを生み出す可能性が高い方法で尺度を収集してはいけない。例えば、従業員

の自社に対する愛着心（エンゲージメント）が、特定分野の賞与プールの規模に影響す

るKPI（重要業績指標）である場合は、スタッフは従業員調査に正直に回答するインセン

ティブを持たない可能性がある。

するべきこと

• 従業員調査などの主観的な尺度を、コンプライアンス研修の終了の遅延やトレーディング

勘定の損益に関する時宜を得ない検証など、より客観的な尺度と組み合わせる。

• どうすれば従業員調査の客観性を高められるかを検討する。その方法としては、行動心

理学者の助けを借りて質問を作成することや、従業員に対し見解を裏付ける事例や証

拠を示すよう求めることなどが考えられる。

• 事業分野の見解を検討する際は、異なる分野の視点を考慮に入れる。例えば、フロント

部門は、どんな水準の統制が適切かに関して、統制部門とは異なる見解を持っている

可能性がある。

• 金融オンブズマン・サービスで管理されている顧客の苦情件数など、外部の視点に目を

向ける必要がある。 
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✔

✔

するべきこと

• 内部データと外部データの両方を使用する。

• 変換可能なデータを含め、既存の経営情報のうちどれがカルチャー評価に利用可能か

を検討する。例えば、疑わしい取引の報告件数は市場乱用リスクの指標になる可能性

がある。また、その情報源（例えば、トレーダーかシステムか）やボラティリティ（例えば、

研修会の直後に急増した後すぐに減少する傾向）はカルチャーの指標として使えるかも

しれない。同様に企業は、コンダクトリスクの違反件数に着目して事業行為を評価した

り、違反報告の適時性に着目してカルチャーを評価できる可能性がある。 
• 革新的な情報源として、外部のソーシャルメディアや採用サイト上のセンチメント（感情）

を理解したり、スタッフのメールや通信に含まれる攻撃的な表現を見つけ出すために、

匿名ベースで分析される「ビッグデータ」などがある。

3.多様な情報源から入手

企業は、自社のカルチャーに関して均衡のとれた見解を形成するためには、多様

な源泉から収集した様々な指標を使用する必要があります。使用する指標が少な

すぎると、「測定されるものだけが管理されてしまう」リスクが生じます。情報は、特

定のカルチャー評価、既存の内部データおよび経営情報、ならびに外部のリソー

スから入手可能です。データソースの具体的な事例については、18ぺージの図表

Dを参照してください。 

避けるべきこと
• カルチャーに関する全ての指標を1つの情報（例えば、人事調査）から入手してはいけない。 
• データのどの側面が、自社のカルチャーに関する最善の知見をもたらし得るかという点

を考慮せずに、既存の経営情報をそのまま再利用してはいけない。

• カルチャー評価のために、過度にコンダクトリスクのデータに依拠してはいけない。コン

ダクトはカルチャーと似ているが、同じものではない。

カルチャー

経営情報に

関する原則
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✔

✔

4.下位カルチャーに関する情報の把握

大企業では、取締役会や上級経営者は社内に下位カルチャーが存在する可能性を認識す

る必要があります。下位カルチャーには以下のような差異が存在することが考えられます。

• 国別のカルチャー：例えば、欧米規制当局の主な関心は過剰なリスクテイクの防止にあ

るのに対し、日本の金融庁長官は、リスク回避の集団心理が景気の停滞を生み出し、

長引かせている点に関心を持っている、と語っている22。

• 事業分野：例えば、早いペースで仕事を行うトレーディング・ルームでは、立場が弱い顧

客に接する銀行の支店の行員とは異なるカルチャーを有している可能性がある。

• 市場の専門集団：例えば、為替トレーダーは自身の経営者よりも為替取引の専門集団

における行動から強い影響を受けることがある。

• 職階：例えば、第一線のスタッフにとっては、中間管理職が往々にして主要な手本となって

おり、上級経営者よりも強い影響を与えることがある。FCAは、中間管理層を、カルチャー

の変革を阻むことのある「永久凍土層」と呼んでいる23。

企業がアウトソーシング契約やホワイトラベリング（相手先ブランドによるサービス提供）を

締結している場合などは、取締役会や上級経営者は提携先組織に存在するカルチャーも

考慮に入れるべきです。

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと

• 大規模で多様な組織では、単に尺度を全社的に集計することはあまり有益な情報を得

られないことがあるため避けるべき。企業のカルチャー全体の側面では「問題なし

（green）」と評価されても、個別的に調べると一部部門が「問題あり（red）」と評価される

ことがあるため、そうした集計は誤った安心感を抱かせる恐れもある。

するべきこと

• 異常値（outliers）を特定するために事業分野や地域、職階別にカルチャーを分析する。

• 事業分野間で比較可能な指標（例えば、人事データ）と、特定の事業分野に固有の指標

（例えば、リスク限度の違反件数）とを、組み合わせて使用する。比較可能なデータは社

内の下位カルチャーを特定するために使用できるのに対し、部門固有のデータからは、

各分野におけるリスクに関する有用な情報を得られる。

• 個々の事業分野や国におけるカルチャーの主導者の力を借りて、カルチャーと関連させ

て指標を捉える。例えば、従業員定着率の基準が互いに異なるために、企業にとって異

なるベンチマークを使用することが望ましいことがある。

• 従業員調査において、企業の別の部署で働いた経験を従業員に尋ねることにより、差

異に関する情報を引き出せる可能性がある。
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✔

✔

5. 証拠に基づく分析と提言の組み込み

上級経営者や取締役会に提出されるカルチャー経営情報は、指標の単なる羅列ではな

く、指標が何を意味するか、指標から企業のカルチャーについて何が明らかになるか、懸

念すべき分野はどこか、また、どのような提言が考えられるかについての分析が組み込

まれている必要があります。こうした情報を図式やダッシュボードの形で示せば企業にとっ

て有益となるでしょうが、重要なことは、それと同時に分析結果の解説も含むようにするこ

とです。17ぺージの囲み記事Cには、カルチャー経営情報で答えるべき問題を例示して

います。

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと

• 上級経営者が懸念すべき分野に関する分析を行わずに、カルチャーに関する指標の一

覧のみを表すべきでない。

• 提言を伴わず、問題を特定するだけに終わってはいけない。特定だけで終わらせると、

リスクがあっても何ら措置が講じられないことになる。

するべきこと

• 経営情報では上級経営者にとって重要なメッセージへの絞り込みを行う。例えば、経営

情報において、目標カルチャーの各側面に関する全体的な評価を提示した後、取締役

会および上級経営者が懸念すべき特定の分野（例えば、マイナスの異常値など）を取り

上げて、提言と共に提示する。

• 事業の他の分野でも取り入れるべきことに関する教訓を引き出せるように、カルチャー

的強みが証明された分野を強調する。

• 結論や提言が証拠からどのように導き出されるのか、結論がどの程度確実かということ

を読んで分かるようにする。
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✔

✔

6.対象者に合わせた調整

大きな組織では、多くの場合、様々な目的で様々なグループに対し、カルチャー経営情報

が報告されます。カルチャー経営情報が提供される対象者には、事業分野の責任者、取

締役会、人事部門、リスク管理部門および監査部門などが含まれることがあります。それ

ぞれの経営情報報告書は、その焦点や詳細さの点で対象者のニーズに合わせて調整す

る必要があります。

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと
• あらかじめ適合性を考慮しないまま、異なる目的で同一のカルチャー経営情報を再利用

してはいけない。

• 詳細すぎるカルチャー経営情報でCEOや会長、取締役会に過重な負担をかけてはいけ

ない。

するべきこと

• 事業分野の責任者にも最も詳細な経営情報を報告する。それらの責任者は、自身の分

野で問題が特定された場合、対策を講じる責任を負っているためである。

• 会長やCEOには、会社のカルチャーの監視ができるように、全社的なカルチャー経営

情報についての大局的な概要を定期的に報告する。取締役会には四半期または年間

の概要を提出することが考えられる。

• 人事、リスク管理および監査部門ならびに、場合によりそれ以外の分野に対して、それ

ぞれの機能に関連する、全社的なリスクに固有なカルチャー経営情報を提供することが

考えられる。また、各部門固有のカルチャー経営情報も提供すべき。
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✔

✔

7.カルチャーの変化のペースを考慮

企業は、カルチャーが一晩で変化することはないことを十分認識した上で定期的にカル

チャーを評価するべきです。カルチャー経営情報の報告頻度は企業の状況によって変わ

ります。カルチャーに関する重要な問題が特定された場合、カルチャー変革のプログラム

が実施されている場合、または企業が、合併、買収、リストラ、急成長もしくは提供商品・

サービスの大幅な変更などの組織変化の途中段階にある場合は、より頻繁にカルチャー

経営情報を報告する必要があります。組織変化の途中段階では、主に業務能力が不十

分なために「手っ取り早い方法」を取らないと手続きを完了できなかったり、各人の役割と

責任の明瞭性が低下したりして、カルチャーが脆弱になることがあります。

カルチャー経営情報では、企業がカルチャー変革過程のどの地点にいるのかを考慮する

必要があります。カルチャー変革プログラムの初期段階では、スタッフは変革に抵抗を感

じたり戸惑ったり、従来に十分試された行動に固執しようとすることがあります。変革の必

要性を受け入れた段階では、効果的な新しい仕事の方法を探り出すまでに新たな行動を

試すための時間が必要になることがあります。企業はカルチャーの指標の進展状況を追

跡する際、自身が変革過程のどの段階にあるのか、関連付けて指標を捉える必要があ

ります。

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと

• 不正販売のスキャンダルや権限外の取引の事件といった重大な問題が発生するまで、

自社のカルチャーを定期的に評価するのを先延ばししてはいけない。 
• カルチャーは、明確にその目的で収集したデータを利用した、大規模な1回限りの活動

だけで評価できると考えてはいけない。

• 最初、カルチャー変革プログラムが従業員の意識にマイナスの影響を与えたとしてもあ

わててはいけない。初めのうちスタッフは変革に戸惑うかもしれないが、それは効果的

な新しい仕事の方法を探り出すまでのことである。

• カルチャー変革プログラムが導入されたからといって評価を中止してはいけない。カル

チャーに対する関心が薄れると、スタッフは以前の行動に逆戻りする可能性がある。

するべきこと

• 問題が特定されなくても定期的にカルチャーを評価する。企業のカルチャーが目標カル

チャーに十分整合している場合でも、上級経営者は望ましくない傾向が発生していない

かどうかを理解する必要がある。

• 定期的に徹底的なカルチャー評価を実施し、その間は既存の内部・外部データを利用す

るか、またはターゲットを絞った臨時のアンケートにより、新たに現れつつあるカルチャー

的傾向を評価する。

• カルチャーの指標の進展状況を追跡する。自社が変革過程のどの段階にあるのかとい

うことと関連付けて指標を捉える。

• （例えば、戦略の変更や新CEOの就任の結果として）目標カルチャーが変更された場

合、その都度、新たな期待行動に照らして自社のカルチャーを再評価する。
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✔

✔

8.適切なガバナンスと組織能力による支え

企業にとって、カルチャー経営情報の設計、監視および分析に関する適切なガバナンスの

取り決めが必要となります。英国の上級管理者制度（SMR）の適用対象となる企業の場

合、カルチャーを設定し、組み込んでいく責任は会長とCEOが負います。したがって、会長

とCEOは最高執行責任者、最高リスク管理責任者（CRO）および最高監査責任者からの

インプットに基づいて、カルチャー経営情報を承認し、取締役会に提出する責任を負って

います。非執行取締役も、経営者に対して目標カルチャーを組み込む責任を問うという点

で重要な役割を担っています24。 

経営情報は、CEO室など、第一線から独立したチームが編集するべきです。経営情報に

は、フロント・オフィスを含む会社全体から収集された尺度のほか、コンプライアンス、リス

ク管理、内部監査および人事の各部門の見解が記載されている必要があります。例え

ば、内部監査部門は、カルチャーに関する監査を実施したり、すべての監査で根本原因分

析の一環としてカルチャーについて検討することがあります。人事部門は、「第二線」の役

割を担います。第二線および第三線の部門は、第一線に関する見解を提供するだけでな

く、自身のカルチャーに関する見解も提示するべきです。経営情報の編集チームは、収集

したデータに基づく有用な分析結果を提供できるように、適切な人材と知識の利用が可能

である必要があります。

また、経営情報の収集は、人材、プロセスおよびITシステムを含む適切な組織能力によっ

て支えられる必要もあります。経営情報の収集プロセスに従事する担当者は、自身の役

割と責任のほか、自身が収集する情報の背後にある目的も明確に把握している必要があ

ります。企業は、データや情報の収集プロセスをできる限り能率化することに重点的に取り

組むべきです。技術的ソリューションの利用により、定期的および臨時的なデータの集計、

管理、報告をより自動化することが可能になります。データの規模が大きいと、往々にして

傾向が見えにくくなりますが、アナリティクスを利用すればそれを浮き彫りにできます。

企業はまた、金融サービス・セクター外を含め、同業他社からどんな教訓を学べるかにつ

いても検討するべきです。他の業種から得られる知見の例については15ぺージの囲み記

事Bを参照してください。 

カルチャー

経営情報に

関する原則

避けるべきこと

• 一貫性を確保する中枢チームを設けずに、異なるチームが異なる分野のカルチャー経

営情報を分析してはいけない。 
• どんなことを経営情報報告書に盛り込むかについて、個々の分野に最終決定権を認め

てはいけない。一部の事業分野は、低水準の結果を隠すインセンティブを有しているか

もしれない。

• 基礎データの正確性と適時性が確信できる前に、アナリティクスを利用してはいけない。

するべきこと

• 経営情報の受領者に対し、報告書の設計に関する意見の提示を求める。

• 中枢チームを使ってCEOや会長、取締役会に報告する経営情報を照合・分析させ、適

切な上級経営者がそれを監督する。

• 事業内容の変化に伴い、どのような経営情報が収集されているかを検討する。例えば、

経営情報が特に急成長分野に集中している可能性や、新製品が発売された際には、新

しい種類の経営情報を収集できる可能性がある。
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囲み記事A：目標カルチャーを明確化する方法 

「すべてに当てはまる（one size fits all）」カルチャーは

存在しないため、企業にとって自社の目標カルチャーを

明確化することが重要になります。取締役会は、会社

の目標カルチャーに最終責任を負っていますが、会社

全体の上級管理者に対して情報提供を求めるべきで

す。企業の目標カルチャーはその事業戦略やリスクア

ペタイトに整合している必要があります。例えば、固有

リスクが比較的高い事業に従事する企業は、すべての

重要決定が上申されるカルチャーが望ましいのに対し、

固有リスクがより低い事業に従事する企業は、より低位

のスタッフが意思決定の権限を付与されるカルチャーが

望ましいことがあります。会社の目標カルチャーをはっき

りと事業戦略に関連付けることは、スタッフが、期待さ

れるカルチャーの効果を理解し、その担い手となること

を促進するのに役立ちます。

効果的な目標カルチャー方針書は、具体的で、記憶し

やすく、測定可能かつ実際的であるべきです。「誠実に

行動する」という表現は人によって異なることを意味し

得るため、期待される、または回避すべき具体的な行

動と組み合わせて用いる必要があります。そうすれば、

そうした行動を、カルチャー経営情報に入力するため

のカルチャーの指標や尺度を導き出す基準として使用

することが可能になります。

有害行動、準期待行動、期待行動といった行動グルー

プを活用することができます。有害行動のカテゴリーで

は、許容されないとスタッフが理解すべき行動の明確

な境界線を定めるべきです。このカテゴリーには、極端

な水準までカルチャーの価値に固執するあまり、企業

が有する他の価値が損なわれるような行動の例も含ま

れると考えられます。例えば、スタッフが過度に顧客を

重視するために、内部規程を無視してまで、より迅速な

サービスをクライアントに提供しようと努めるような行動

が考えられます。また、準期待行動のカテゴリーでは、

許容可能な行動の最低基準を定めるべきであるのに

対し、期待行動は、スタッフ全員が目指すことが理想と

される行動であるべきです。

スタッフに明瞭かつ一貫したメッセージを伝えるため、企

業は期待行動に関する「統一見解」をもつべきです。企

業カルチャー（corporate culture）、リスクカルチャーおよ

び事業行為の各々に関連する、別個の目標カルチャー

方針書が存在すると、混乱が生じかねません。例え

ば、企業カルチャー方針書では、会社がイノベーション

を達成し、急成長を遂げることを目指すと記述されてい

るのに対し、リスクカルチャー方針書には、会社は低水

準のリスクテイクのカルチャーを有するという記載があっ

たとすれば、両者の間に矛盾が生じ、スタッフはインセン

ティブが強く働く方を遵守する結果になる公算が大きい

でしょう。目標企業カルチャー方針書では、リスクカル

チャーを含めカルチャーの様々な構成要素を取り扱う

ことも可能ですが、異なる構成要素を組み合わせて統

一見解がどのように形成されるのかを明確に示す必要

があります。

目標カルチャー方針書が効果を発揮するには、上から

下へと浸透させ、業務に組み込まれるようにすることが

必要です。スタッフは、目標カルチャーがどのように自

身の日常的な役割に適用され、なぜそれが重要なの

かを理解する必要があります。デロイトの経験によれ

ば、このプロセスを一層効果的にする方法として、スタッ

フへの浸透のための会合を開催し、そこで上級管理者

が、従業員の目的意識や誇りに思う事柄と関連付けな

がらカルチャーに関する構想を解説し、また現実的なシ

ナリオを用いて、カルチャーが実務上に持つ意味を説

明することがあります。それを受けて、個々のチーム

は、目標カルチャーが自分たちにとって具体的に何を

意味するのかを議論することが可能になります。特に

重要なのは、しばしば日常的にチームにとって手本の

役割を果たす中間管理職の支持を取り付けることで

す。スタッフ全員への浸透を図る前に中間管理職を集

めた特別な会合を開催し、チームと共有できる現実的

な事例を示すよう中間管理職に要請することが有益で

あると思われます。また、上級管理者が個々のチーム

との会合に出席して問題の重要性を示し、期待される

カルチャーに感情を込めて関与するようスタッフを鼓舞

することも効果的である可能性があります。

最も重要なことは、目標カルチャーの組み込みは継続

的なプロセスである必要があるということです。このプ

ロセスの中で、管理者は、その地域における手本を確

立するために良好な行動の事例を皆の前で賞賛する

と同時に、従業員が不正のために解雇または懲戒され

た事例を匿名ベースで紹介すべきです。こうしたプロセ

スを推進するひとつの方法は、チーム・メンバーとカル

チャーについて継続的に話し合うことを中間管理職の

正式な目標とすることです。さらに、企業の採用、教育

および業績管理にも期待されるカルチャー的価値を組

み込む必要があります。
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目標カルチャー方針書の例

価値 有害行動 準期待行動 期待行動

健全なリスク管理の促進

－ 異議申立て

異議申立てに対し防衛的

反応

率直に発言する者に対し

て寛容

率直な発言を歓迎・推奨

健全なリスク管理の促進

－ コミュニケーション

重要なリスク関連メッセー

ジがリーダーや管理者か

ら常に伝達されない

リスク関連メッセージと非

リスク関連メッセージの比

率が適切

他の極めて重要な問題と

同様、リスクが常に可視

化されたトピックになって

いる

健全なリスク管理の促進

－ インセンティブおよび

結果

過剰なリスクテイクに対し

て報賞

規則違反者に対し適切な

ペナルティを賦課

リスクに関する原則に抵

触する行動に対し明確で

迅速なペナルティを課し、

意識を高めるためにそれ

を公表

健全なリスク管理の促進

－ インセンティブおよび

結果

リスクやコンプライアンス

に関する原則に整合しな

い行動に対して一貫しな

いペナルティを賦課

注意深く検討された、その

種の業務にとって許容可

能なリスクテイクに対して

報賞を付与

注意深く検討された、会

社とクライアントのリスク

アペタイトの範囲内にある

リスクテイクに対して報賞

を付与

囲み記事B：他業種からの知見 

カルチャーの重要性は金融サービスに特有のもので

はありません。以下では、金融サービス業界にとって

有用な知見をもたらすと思われる、他の業種における

カルチャーの管理および評価の事例を取り上げます。

航空業界では、「叱責のカルチャー」を「学習のカル

チャー」に変える取り組みがなされてきました。学習の

カルチャーでは、人々は失敗を認めるのを恐れず、失

敗を利用してどうすればプロセスを改善できるかを検

討します。例えば、パイロットは整備員および客室乗

務員とのグループ・セッションに出席して、コミュニケー

ションやチームワーク、作業負荷管理について話し合

うことを要求されました。機長はフィードバックを促すこ

とを要求され、乗務員ははっきりと率直に発言すること

を求められました。これらの改革から30年が経過しま

したが、この間、航空旅行は9倍に増加した一方、事

故による死亡者総数は半減しました。現在、この教訓

をヘルスケア業界に適用しようとする取り組みが進行

中です25。 

多くの他の業種では、原則3で示したように、カルチャー

に関する知見を得るため「ビッグデータ」が利用されて

きました。その例として以下のものがあります。

• スターバックスは、会社が従業員にどう受け止めら

れているかを把握するために、5,000件以上のソー

シャルメディアへの書き込みを分析しました。その結

果、自社のカルチャーの強みと弱点に関して興味深

い発見事項が明らかになりました26。 

• ある中堅技術系企業は、1,024万通のメールの分析

により、コミュニケーション相手に対し、一貫した種

類の表現を使用する従業員は会社に留まる可能性

が高いことを見いだしました27。ののしり言葉といっ

た種類の表現の使用、確実さや疑いを言葉に出す

傾向、肯定的および否定的感情の表出、仕事以外

の私生活について話すかどうかなどから、企業のカ

ルチャー的規範に関する情報が明らかになる可能

性があります。
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原則を実務に生かす：具体例

ある世界的企業のCEOが、自社の目標カルチャーを組織

全体に組み込む責任を負っているとします。彼女は、企業

がマーケットリーダーとなる上でカルチャーが中心的な役

割を果たすことを認識しています。また、カルチャーが監督

当局の精査の対象となっていることも理解しています。

数カ月前、人事部門は従業員の考え方や行動に関する理

解を深めるために従業員調査を実施し、その後、CEO室

や各事業分野の責任者と協力し、調査によりカルチャーに

問題がある可能性が明らかになった領域について、フォー

カス・グループへのインタビューを通じ、追跡調査を行いま

した。その結果を受けて、取締役会は一部の変更を承認

し、全社的にカルチャープログラムが導入されました。

CEOは、自社のカルチャーの解明に役立つ他の多くの情

報を、会社が既に収集していることを知っており、現状に関

する情報を入手するのに、次回の従業員調査およびインタ

ビューやフォーカス・グループの追跡調査を待つつもりは

ありません。こうした調査は年1回しか実施されないので

す。したがって、彼女は、四半期のカルチャー経営情報を

提出することをCEO室に求めました。この経営情報は、リ

スク管理委員会の会議のほか、事業行為やカルチャーを

取り扱うために新たに設置された委員会の会議でも使用さ

れ、頻度は低いものの取締役会でも使われることになって

います。

「トップダウン」アプローチ：目標カルチャー方針書を必要な

証拠にまで分解

この課題に取り組むため、CEO室長は最初に「トップダウン」

アプローチを採用しました。図表Cに示されるように、彼は、

会社の目標カルチャーを様々な指標に凝縮した上で、それ

らの指標を基に証拠を収集するつもりです。そして、指標や

尺度が従業員の日常的な役割に関連している以上、内部

の利害関係者をこのプロジェクトに関与させる方が、進行

が容易になると考えています。室長は、会社が達成しようと

している概括的な目標カルチャー方針書／価値に加え、そ

れらを具体的に示す期待行動と問題行動を図式的に表し

ます。次に、価値、行動およびリスク管理に関する既存の

枠組みを利用して限定的な数の指標のリストを編集しま

す。最後に、尺度と分析を組み合わせることが望ましいこと

を認識した上で、個々の指標に必要な証拠を検討します。

図表C：目標カルチャー方針書を分解して必要な証拠を導き出すプロセスの例示 

目標カルチャー方針書／価値 健全なリスク管理の促進 

期待行動と問題行動。例えば、するべきことと避けるべきこと（複数の目標 
カルチャー方針書／価値との対応付けが可能） 

指標（複数の期待行動および問題行動との対応付けが可能） 指
標

と
証

拠
の

決
定

証拠。例えば、尺度および分析（複数の指標との対応付けが可能） 
勤務評価で事業

行為の問題が見

いだされた従業

員のうち、賞与

その他の手当を

支給された者の

比率 

どんな点が高く

評価されるかに

関するスタッフの

見方を検証する

従業員調査と追

跡インタビュー

の分析 

採用ウェブサイト

上に匿名で表明

されたセンチメン

トの分析 

インセンティブ

および結果 異議申立て コミュニケーション 

リスクに関する

原則に抵触する

行動に対し最終

的ペナルティを

迅速に課し、意

識を高めるため

にそれを公表 

率直な発言を

歓迎・推奨 

他の極めて重

要な問題と同

様、リスクが常

に可視化され

たなトピックに

なっている 
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カルチャー経営情報報告書の内容

室長の次の課題は、CEOが四半期ごとに知りたいと考え

る情報についてCEOと意見を一致させることです。両者

は、カルチャーを測定できる「万能の尺度」一式といったも

のは存在しないことを認識しており、経営情報は、単に尺

度のダッシュボードで構成されるだけではなく、分析を組

み込み、証拠に基づくものとすることで一致しました。多く

の場合、最も強力な情報は異常な例から得られることか

ら、両者は、会社の特定の事業部門、地域もしくは職階

／レベル、またはごく低い比率の従業員に見られたカル

チャーの問題の根本原因を特定し、それに対処する分析

にフォーカスすることを決めます。そして、報告書は囲み

記事Cに挙げた問題に答えられるようなものにすべきであ

るという点で意見が一致します。

「ボトムアップ」アプローチ：データソース

CEO室長は「トップダウン」アプローチから出発したため、

この時点で社内の潜在的なデータソースを理解するため

「ボトムアップ」アプローチを取りたいと考えています（図表

D参照）。ほとんどすべての情報が会社のカルチャーの兆

候をもたらす可能性があることから、室長は「実現不可能

なほど手を広げないように」注意しています。そして、四半

期の経営情報の収集プロセスをできる限り効率的なもの

とし、指標に適合した情報をもたらす様々なデータソース

を利用しようと考えています。

室長は、事業部門の責任者、リスク・コンプライアンス、人

事、製品開発・マーケティングおよび内部監査の各部門な

ど、会社全体の様々な利害関係者に会います。そして、そ

れらがどんな種類の情報をすでに収集しているか、およ

びその情報を異なる方法で調べたり、カルチャーのレンズ

を通して見ることによって、会社のカルチャーに関して

どのようなことが分かるかについて話し合います。例えば、

フロント・オフィスが、間違った注文をトレーディング・デスク

に危うく出しそうになるといった「ニアミス」を経験している場

合、追跡調査では、中間管理職が教育や手続きを十分に重

視していないなどのカルチャー的な根本原因が働いていな

いかを分析する必要がある、というようなことがトピックにな

ります。室長はまた、外部の情報源から入手可能な情報も

大量にあり、そこから、自社が外部の利害関係者からどの

ように捉えられているかや、自社が同業他社に比べてどうい

う状況なのかが分かると考えています。例えば、人事部門

は労働組合と定期的に会合を開いており、事業部門は外部

委託先と定期的に協議を行っています。そこで、室長と各部

門は、より組織化された方法でそれらの組織からのフィード

バックを捉えることを決定します。また、収集された情報の

客観性に何が影響を与えるか、そしてどうすればそれを改

善できるかについても話し合います。

囲み記事 C：カルチャー経営情報報告書が対応可能であるべき主な問題 

1. 自社の目標カルチャーとはどのようなものか。戦略およ

びリスクアペタイトと整合しているか。目標カルチャーに

対応する期待、準期待および有害行動は社内で十分

に理解されているか。

5. 

6. 
2.

カルチャープログラムの現状はどうなっているか。例え

ば、合意された対策がどの程度実施されているか、そし

てどのような効果を上げているか。

同業他社や他の業種のマーケットリーダーと比較して自

社はどうか。学べる教訓があるか。

どのような措置が推奨されるか。

経営情報の収集のためにどのような方法が使用されたか

（例えば、その対象範囲、リスクベースかどうか、外部の

保証の利用）。経営情報の収集や分析に何らかの限界

があるか。ガバナンスの取り決めはどのようなものか。

目標カルチャーと比較した、自社のカルチャーの強み

と弱点は何か。

カルチャーの問題が見られる特定の事業部門、地域も

しくは職階／レベルが存在するか。その根本原因が特

定され、会社の他の分野はそこから教訓を学んだか。

3.

目標カルチャーに反する行動が、事業部門、地域もし

くは職階／レベルに広がっているとしても、社内全体

のごく低い比率の従業員に限定されている場合、その

根本原因を特定し、それに対処することにターゲットを

絞った取り組みがなされたか。

4. 

7. 

8.
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図表D：データソースの例 

カルチャー評価を目的とする新たな

データ 
既存データを活用するが、カルチャーの視点から分析 外部の視点を示すデータ 

ガバナンスおよび組織能力

CEO室長は次に、情報の自動化をどのように向上させる

か、またアナリティクスをどう活用するかについて情報技術

（IT）部門と話し合います。IT部門はすでにコンプライアンス

部門と協力して、事業行為リスク管理のために特定の業

務分野でアナリティクスを実行しています。例えば、IT部
門は、トレーディング・フロアにおけるスタッフ間のコミュニ

ケーションに関してセンチメント分析を実行し（例えば、攻

撃性を検出するために）、その結果を、研修の終了や限

度の違反といった他の情報と組み合わせています。コン

プライアンス部門は、それを利用して、チーム内や特定の

個人に関する事業行為リスクの問題を特定しようとしてい

ます。CEO室長とコンプライアンス部門は、事業行為リス

クの問題を調査する場合、潜在的なカルチャー上の根本

原因についても調査すべきであるという点で意見が一致

しています。また、CEO室長は、公知のデータをどのよう

に活用すれば、自社のカルチャーに関する知見を入手で

きるかについても、IT部門と話し合います。IT部門は、自

社が肯定的・否定的に言及されている事例、ならびにそれ

を競合他社と比較した結果を見い出すために、ツイッター

や顧客のフィードバック・フォーラム、求職ウェブサイトな

ど、多数のウェブサイトを対象にテキスト検索のアナリティ

クスを実行する場合の概念実証（proof of concept）の計

画をまとめています。

室長は次に、四半期のカルチャー経営情報報告書の作

成に関与する全員の役割と責任を明確に設定するガバ

ナンスの枠組みを立案します。また、戦略やリスクアペタ

イトが変化した場合、それを受けてカルチャー経営情報

がどのように変化するかに関する議論が確実に行われ

るようにします。証拠の様々な構成要素をまとめ上げ、

期待行動と問題行動に照らして評価するとともに、提言

事項を作成する中枢チームとして機能するのはCEO室

の役割であると定めます。室長は、分析の一部として組

織内の下位カルチャーを特定することが重要であると認

識していますが、差異は必ずしも問題を引き起こすもの

ではないことも理解しています。さらに、結果を「標準化」

するために、様々なチームや国の様々な利害関係者を

関与させています。

次に内部監査部門が、最近の規制違反金事例を用いて

ケーススタディを行い、経営情報報告書のために収集し

ている情報に基づいて事前に問題を発見できたかどう

かを確認するバックテストを実行します。CEO室長は、カ

ルチャー経営情報報告書のプロセスやガバナンスの改

善を継続的に追求します。最終的に、CEOと取締役会

が、行動や結果が目標カルチャーの方向に向かってい

る証拠を確認することを望んでいます。

 

地域、事業部門および職階を対象とする効率的な収集・分析プロセス（例えば、ビッグデータやアナリティクスの活用） 

分
析

 

同業他社の分析 
（例えば、外部で実施された、

統計的に検証された調査） 

取締役会の有効性の

レビュー 

最高幹部の会議の 
観察 

テーマ別レビュー、ケーススタディ、フォーカス・グループおよびインタビュー 

取締役会、各種委員会
および支援チーム 製品開発・マーケティング リスク・コンプライアンス 人事 内部監査 

外部委託先および 
提携配送業者 

（例えば、アンケート） 

違反およびニアミス 

取引監視および 
トレーダーのチャットルーム 

システムデータ 
（キーボード入力、ウェブ

のブラウジング、移動に

関するデータ） 

製品ガバナンスに関する経営情報、製品使用および売上高データ 

メディア、 
ソーシャルメディア 

顧客のフィードバック 

ネットプロモータースコア 

消費者グループ 

覆面調査 

外部とのコミュニケーション

およびブランド設定 －  
目標カルチャーと 
整合しているか 

規制当局および 
オンブズマン 

苦情 

取引監視、違反および 
ニアミスのレビュー 

規制に関する教育 
および技術知識の試験 

採用ウェブサイト 

労働組合 

カルチャーに関する

質問を含む 
従業員調査 

インセンティブ 

勤務評価 

採用 

退職者面接 

専門職意識 
および資格 

カルチャー担当者の

調査 

内部監査における 
個々の評価に含まれる

カルチャーの強みと弱点

の特定 

デ
ー
タ
ソ
ー
ス

 

投資家 
（例えば、アナリストの 

レポート）および格付機関 

および業務 

フロント・オフィス、顧客対応

会社のカルチャー評価

のレビュー 
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企業が今するべきこと

英国の上級管理者制度（SMR）の適用対象企業の会長

やCEOは、カルチャーを定義して自組織に組み込む責任

を負っていますが、その責任を果たすために「合理的な措

置」を講じていることの証明を可能にするには、どんなカ

ルチャー経営情報を提出させるべきかを検討する必要が

あります。英国のそれ以外の金融サービス企業は2018年
までに準備すればよいのですが、時間を要する作業であ

るため、できるだけ早く着手するべきです。付録Aで示した

ように、他の多くの国の監督当局もますますカルチャーを

重視するようになっており、企業に対し、カルチャーの管

理のためにどんなことを実行しているかをまだ問い合わせ

ていない監督当局も、早晩そうするものと考えられます。

規制上の圧力に加え、有効なカルチャーを有することには

ビジネス上実際の利点があることから、取締役会や上級

経営者はカルチャーを最優先事項とするべきです。

企業はまず、明確に表明された測定可能な目標カル

チャーを有することと、自社の既存カルチャーの強みと

弱点を理解することを確実にするべきです。それが実現

された後は、どうすれば本レポートのカルチャー経営情

報の8つの原則に依拠し、定期的にカルチャーについて

報告できるかを検討するべきです。その方法としては、

定期的なカルチャー評価と、カルチャーのレンズを通し

て分析できる既存データを利用したより頻繁な経営情

報の2つが考えられます。より頻繁な経営情報には、カ

ルチャー変革の作業の進捗状況や、新たに現れつつあ

るカルチャー的傾向の評価が含まれます。
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結論

企業はカルチャーを持つか持たないかを選択できません。

どんな組織にも1つないしそれ以上のカルチャーが存在しま

す。しかし企業は、そのカルチャーをどのようなものとすべ

きかに関して非常に重要な選択権を有しています。その選

択権を行使するには、自身のカルチャーを理解、評価、およ

び管理する必要があります。これは困難ですが達成可能な

タスクです。

期待されるカルチャーを明確に示し、それを一貫して事業に

組み込み、その評価と報告を行う企業は、事業戦略を達成

し、顧客関係や取引先との関係を改善し、スタッフの忠誠心

と帰属意識を高め、そして事業リスクを低減する最善の態

勢が整っています。

これらの利点はそれ自体で、金融サービス企業の取締

役会と上級経営者のチームが、指揮下にある組織のカ

ルチャーに関与する十分なインセンティブとなるはずで

す。それに加え、多くの国で規制当局がカルチャーに強

い関心を持ち、利害関係者全体がそれに興味を寄せて

いることを踏まえると、企業がこの分野における精査を

免れることはまず考えられません。

取締役会および上級経営者にとって、「経営トップの姿

勢」が強力かつ一貫した「ボトムの反応」に反映されて

いるかどうかを把握できるように、要素を結合して全体

像を作り上げるカルチャー経営情報を受け取ることが極

めて重要になります。
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付録A：各国規制当局のカルチャーへの

アプローチ

カルチャーの明確化、評価および報告はそれ自体、かなり

困難なことですが、複数の国で事業展開する企業はそれ

をさらに複雑化する要因に直面しています。そうした要因

の1つは、カルチャーの評価や報告に一貫したアプローチを

導入しようとする際、国によって異なる規制当局のアプロー

チに遭遇することです。以下では、カルチャーに対する規

制当局のアプローチに見られる主な趨勢および差異を取

り上げます28。 

大半の国は企業のカルチャーの評価を実施

規制当局が金融サービス企業のカルチャーを評価するに

は多数の異なる方法があります（概要については図表E参
照）。一部では、規制当局は定期的な監督業務の一環とし

てカルチャーを評価しています。例えば、英国のFCAは、

企業が適正な顧客の取り扱いを支えるカルチャーをどの

程度効果的に組み込んでいるかを判断するために「要素

をまとめ上げる（joining the dots）」方法を使用しています
29。オーストラリア証券投資委員会（ASIC）も類似したアプ

ローチを取っており、監督業務において「カルチャーの指標

を考慮」し、「企業の業務状況の極めて具体的な側面に関

わる要素をまとめ上げる」ことにより、カルチャーがどのよ

うに「顧客の取り扱いに影響する可能性がある」かについ

て、より正確に実状を把握しようとしています30。欧州中央

銀行（ECB）は、「コーポレート・ガバナンス、価値およびカ

ルチャーは監督上の検証・評価プロセス（Supervisory 
Review and Evaluation Process）の核心をなす」と 

述べています31。日本の金融庁（FSA）は、不正の発生

など、カルチャー上の根本原因があると思われる問題

を企業内に見いだしたときに、企業のリスクカルチャー

とガバナンスを評価します32。 

一部の規制当局は、企業のカルチャーに的を絞った評

価を実施しています。オランダ中央銀行（DNB）は2010
年から2014年にかけて金融サービス企業の行動とカル

チャーについて50件以上のリスクベースの評価を実施

しました33。米国では、FINRAが最近ブローカー・ディー

ラーに対して、事業、コンプライアンス、法務およびリス

ク管理担当の幹部との会合を通じて、企業がどのように

「カルチャー的価値を確立、伝達および導入している

か」を検証する旨の通知を行いました34。 

一部の国では他の団体が企業のカルチャーの評価を

実施しています。例えば、英国では、銀行業界が資金

提供した独立の組織である銀行基準審議会（BSB）が、

2015年のトライアル評価に基づき、翌2016年にカル

チャー評価活動を立案・実施しています35。 

企業が、こうした企業のカルチャーに対する監督当局の

強い関心の対象にならない場合でも、企業にとって、期

待されるカルチャーを明確化し、それが組織内にどの程

度組み込まれているかを報告する切実な理由が存在し

ています。

図表E：監督当局のアプローチに関する国・地域間の比較36 

国・地域 規制当局

ユーロ圏 ECB 

ACP
フランス 

AM

ドイツ BaFin 

オランダ 

英国
PRA 

APR
オーストラリア 

ASIC 

HKMA 

香港 OCI 

SFC 

日本 JFSA 

シンガポール MAS 

FINRA 

米国 FRBNY 

OCC 

AFM 

DNB 

ターゲットを絞ったまたは1回限りの

カルチャーないしはリスクカルチャー

に対する監督当局の評価 

カルチャーまたはリスクカルチャーが

監督当局の定期的評価の一部に含

まれている 

企業に対し、カルチャーまたはリスク

カルチャーの自己評価を実施したこと

の証拠の提示を要求 

FCA 
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指標間の共通性

リスクカルチャーの評価に関するFSBのガイダンスでは、

健全なリスクカルチャーの指標が説明されています37。日

本のFSAやオーストラリア健全性規制庁（APRA）など、多

くの規制当局が、企業のリスクカルチャーの監督に際して

それらの指標を利用しています。しかしながら、DNB、

FCA、FINRAおよび英国の健全性規制庁（PRA）は、カル

チャーの評価のために異なる枠組みを使用しており、指

標の追加や重複が見られます。

図表Fのワードクラウドは、様々な監督の枠組みを通じ

て使用されている指標を示しています。多くの指標が共

通して使用されています。ここでは、組織、人間関係、

動機付けおよび能力という4つのテーマに従って指標を

グループ分けしています。興味深いのは、監督当局

は、能力はそれほど重視していないように見えることで

す。枠組みの中にはリスクカルチャーに集中しているも

のがあるため、リスク管理に関連する指標が数多く見

られます。しかしながら、一部の指標は、規制当局がど

のように「要素をまとめ上げている」かを示しています。

図表F：規制当局がカルチャー評価で使用する指標38 

異議申立て 情報の質

影響
ポリシーや統制の違反が許容されるか

持続可能手 本 お よ び 模 範 に よ る 指 導

目的とビジョン 下位カルチャーの特定と対応

リスクの所管

上申プロセス

役割の明確性 インセンティブ

ガバナンスと監督  グループ内の雰囲気

関連する全ての相手や部門への有意義な関与

コミュニケーション グループのパターンの

阻害 
 依存性

規制当局や顧客に対する態度 人材開発 シンボル（例えば、隠語）

業績  別の考え方に対する受容性

グループ構成

人間関係。例えば、異議申立て、管理、リーダーシップ、コミュニケーションなど。

動機付け。例えば、業績管理、インセンティブ、リスク志向性、説明責任など。 

能力。例えば、知識、スキル、学習、採用と入社、定着など。

組織。例えば、戦略と目的、価値と倫理、ポリシー、プロセスと手続き、リスク・ガバナンスなど。

儀
式

リーダーシップ

価値

リ
ス
ク
認

識

意
思

決
定

採用 統制部門の威信
過去の経験からの学習 後継者育成 顧客重視
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個人の説明責任の強化

カルチャーに関する監督上の期待事項が効力を発揮する

ように、多くの国の規制当局が個人の説明責任を強化し

ています。リスクアペタイトの枠組みに関するFSBの監督

関連のレポート39では、健全なリスクカルチャーの明確化

およびその組込みの責任を企業の取締役会と上級経営

者に負わせています。このFSBのリスクアペタイトに関す

るレポートは、CRO、内部監査部門、事業分野責任者お

よび法人レベルの管理者に対する、リスクカルチャーに関

する期待事項も定めています。

英国では、上級管理者制度（SMR）により、上級経営者に

対する具体的な責任の割り当てを確実なものとすることを

通じて個人的責任を強化しようとしています40。特に同制

度は、企業のカルチャーの発展と採用に関連する上級経

営者の役割を定めています。ASICも、説明責任を強化す

る規則の導入を検討しています41。 

多くの国では、行動規範を活用して、カルチャーに関連す

る責任を企業内の他の個人に課しています。日本では、

上場企業は、カルチャーを行動規範に反映させるととも

に、取締役会や上級経営者が、定期的に会社全体におけ

るカルチャーの導入状況をレビューする必要性を、行動規

範に定める必要があります。このレビューでは、「会社の

企業カルチャーが、行動規範の趣旨および精神を、真に

尊重しているか否かの実質的な評価に重点を置くべきで

あり、形式的な導入およびコンプライアンスに終始すべき

ではない」42、とされています。オランダでは、2015年から

「銀行家の宣誓（Banker’s Oath）」が導入されており、これ

に基づき、特定の個人は、就任後3カ月以内に、全力を尽

くして誠実に自らの責務を果たすことを宣誓することを義

務付けられています43。 

これら全てが、上級経営者がこの分野における責任を果

たすことを可能にするためのカルチャー経営情報を受け

取る必要性を高めています。

規制およびカルチャーに関わる強制執行

カルチャーに関する規制の多くは、報酬にフォーカスして

います。例えば、 EU では資本要件指令 （ Capital 
Requirements Directive：CRD）IVおよび、それに関連す

る健全な報酬実務に係るEBAのガイドライン44、ならびに

改 正 金 融 商 品 市 場 指 令 （ Markets in Financial 
Instruments Directive：MiFID II）45が、報酬を手段として、

どのように健全なリスクテイク（CRD IV）およびクライアント

の利益に適う業務（MiFID II）を促進すべきかに関する規

定を定めています。

カルチャーに関する他の規制当局の期待事項の大半はガ

イドラインや原則に定められており、企業に対する法的拘

束力を必ずしも持ちません。しかしながら、この分野では、

規制当局が事案の強制執行を行う助けとなる規制が

増えています。米国の連邦量刑指針46でも、今やカルチャー

への言及がなされるようになっていますが、そこには、組

織が「倫理的行為を奨励する組織カルチャー」および「法

令遵守」を促進することに対する期待が含まれています。

英国の上級管理者制度（SMR）の下でも、上級経営者が

所定の責任を履行しない場合、規制当局は、従来以上に

容易に、同人に対する強制執行が可能になっています。

ASICは、強制執行の明確な最優先事項として不健全なカ

ルチャーに取り組んでいます47。企業が規制上の強制執

行可能な約束（Regulatory Enforceable Undertaking）ま
たは規制命令の適用対象となっており、かつカルチャーが

不備の1つとして特定された場合、強制執行可能な約束

にはリスクカルチャーを評価することの要求が含まれるこ

とになると思われます。

倫理と専門職意識の一層の重視

多くの規制当局は、職員の専門職意識と倫理も重視して

います。米国のFRBNYは特に倫理を重視しています48。

ECBは、FSBのリスクカルチャーの取り組みに加え、倫理

を健全な企業カルチャーの別個の構成要素として捉え、こ

の考え方を業務に取り入れるための一層の取り組みが必

要になると述べています49。市場における公正性および有

効性に関する包括的なレビュー（Fair and Effective 
Markets Review: FEMR）は専門職意識の向上を勧告し

ており、債券、為替およびコモディティ（FICC）市場に関与

する職員の教育および資格について期待される最低基準

に関するガイダンスを提供する責務を、新たなFICC市場

基準審議会（FICC Market Standards Board：FMSB）に
割り当てています50。またFCAも、「行動科学によれば、

人々は法律よりも、名誉に触れたメッセージに対してより

敏感に反応するとされている」点について議論していま

す。したがって、「グレーゾーン」が残されることのある規

則を定めるよりも、「倫理の問題としてカルチャーを構想す

る」方が効果的である、としています51。 

心理学および行動経済学の活用

一部の規制当局は、監督業務の一部として行動とカル

チャーを理解するために心理学や行動経済学を活用して

います。2011年にDNBは、取締役会の会議の観察およ

び評価に基づいて、取締役会の有効性を調査するため

に、心理学者を含む広範な分野の専門家から成るセン

ターを設立しました52。ECBは、心理学者を雇用したこと

はないと述べながらも、「そうしたスタッフを最適に活用す

る方法を探求し、DNBのアプローチに対する理解を深め

るためにDNBと意見交換している」53としています。また、

多くの規制当局が、政策決定や監督に関して行動経済学

からどんな情報が得られるかについて調べています。英

国では、FCAが、強固なカルチャーを支える行動経済学

に目を向け、コンプライアンスおよび強制執行に関して行

動経済学から得られる教訓を分析する作業を行ってい

ます54。 

企業は、自身のカルチャー評価に関する情報を得るため

に、心理学者など、他分野の専門家をどのように活用でき

るかを検討するべきです。
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